
改正後 改正前 

別紙  

次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱 

 

１～３（略） 

 

 

（定義）  

４ 本交付要綱において「児童福祉施設等」とは、次の表の区分ごとに掲げる大分類、中

分類及び小分類の施設をいう。 

区   分 大  分  類 中  分  類 小  分  類 

(1)児童福祉法（昭和22年

法律第164号）第７条に

基づく児童福祉施設（児

童厚生施設については、

平成２年８月７日厚生省

発児第123号厚生事務次

官通知の別紙「児童館の

設置運営要綱」の第２か

ら第４に定める小型児童

館、児童センター（大型

児童センターを含む。）

及び大型児童館（「C型

児童館」を除く。）とす

る。）、同法第12条の４

に基づく児童を一時保護

する一時保護施設、同法

第35条第10項に基づく職

員養成施設、同法第６条

の３第１項に基づく児童

自立生活援助事業を行う

事業所、同条第６項に基

づく地域子育て支援拠点

事業所、同条第７項に基

づく一時預かり事業所、

同条第８項に基づく小規

児童福祉施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一時保護施設 

 

 

職員養成施設 

 

 

児童自立生活援助

事業所 

 

 

地域子育て支援拠

点事業所 

 

 

一時預かり事業所 

 

 

助産施設 

 

 

乳児院 

母子生活支援施設 

児童厚生施設 

児童養護施設 

児童心理治療施設 

児童自立支援施設 

児童家庭支援セン

ター 

第一種助産施設 

第二種助産施設 

 

別紙  

次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱 

 

１～３（略） 

 

 

（定義）  

４ 本交付要綱において「児童福祉施設等」とは、次の表の区分ごとに掲げる大分類、中

分類及び小分類の施設をいう。 

区   分 大  分  類 中  分  類 小  分  類 

(1)児童福祉法（昭和22年

法律第164号）第７条に

基づく児童福祉施設（児

童厚生施設については、

平成２年８月７日厚生省

発児第123号厚生事務次

官通知の別紙「児童館の

設置運営要綱」の第２か

ら第４に定める小型児童

館、児童センター（大型

児童センターを含む。）

及び大型児童館（「C型

児童館」を除く。）とす

る。）、同法第12条の４

に基づく児童を一時保護

する一時保護施設、同法

第35条第10項に基づく職

員養成施設、同法第６条

の３第１項に基づく児童

自立生活援助事業を行う

事業所、同条第６項に基

づく地域子育て支援拠点

事業所、同条第７項に基

づく一時預かり事業所、

同条第８項に基づく小規

児童福祉施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一時保護施設 

 

 

職員養成施設 

 

 

児童自立生活援助

事業所 

 

 

地域子育て支援拠

点事業所 

 

 

一時預かり事業所 

 

 

助産施設 

 

 

乳児院 

母子生活支援施設 

児童厚生施設 

児童養護施設 

児童心理治療施設 

児童自立支援施設 

児童家庭支援セン

ター 

第一種助産施設 

第二種助産施設 

 



改正後 改正前 

模住居型児童養育事業を

行う事業所、子ども・子

育て支援法（平成24年法

律第65号）第59条第１号

に基づく利用者支援事業

所、母子保健法の一部を

改正する法律（令和元年

法律第69号）による改正

後の母子保健法（昭和40

年法律第 141号。以下

「改正母子保健法」とい

う。）第17条の２に基づ

く産後ケア事業を行う施

設、平成11年１月７日児

発第14号厚生省児童家庭

局長通知「子育て支援の

ための拠点施設の設置に

ついて」に基づく子育て

支援のための拠点施設及

び平成29年３月31日雇児

発0331第49号厚生労働省

雇用均等・児童家庭局長

通知「市区町村子ども家

庭総合支援拠点の設置運

営等について」に基づく

拠点 

小規模住居型児童

養育事業所 

 

 

利用者支援事業所 

 

 

産後ケア事業を行

う施設 

 

 

子育て支援のため

の拠点施設 

 

 

市区町村子ども家

庭総合支援拠点 

 

 

 

(2)（略） （略）   

(3) （略） 

 

 

 

（略）   

模住居型児童養育事業を

行う事業所、子ども・子

育て支援法（平成24年法

律第65号）第59条第１号

に基づく利用者支援事業

所、平成11年１月７日児

発第14号厚生省児童家庭

局長通知「子育て支援の

ための拠点施設の設置に

ついて」に基づく子育て

支援のための拠点施設及

び平成29年３月31日雇児

発0331第49号厚生労働省

雇用均等・児童家庭局長

通知「市区町村子ども家

庭総合支援拠点の設置運

営等について」に基づく

拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

小規模住居型児童

養育事業所 

 

 

利用者支援事業所 

 

 

（新規） 

 

 

子育て支援のため

の拠点施設 

 

 

市区町村子ども家

庭総合支援拠点 

 

 

 

(2)売春防止法（昭和31年

法律第118号）第34条第

５項に基づく要保護女子

を一時保護する一時保護

施設、同法第36条に基づ

く要保護女子を収容保護

するための婦人保護施設 

一時保護施設 

婦人保護施設 

  

(3)上記以外の施設であっ

て、当該施設について国

が当該施設の設置及び運

営についての基準を定め

その他施設   



改正後 改正前 

 

 

 

（注１）（略） 

 

 

 

 

 

 

（注２）(略) 

 

 

  

 

５ （略） 

 

（事業の種類） 

６ 交付金の交付の対象となる施設整備事業の種類は、以下によるものとする。 

（１）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に   

定める設置者が設置する施設に係る事業（（４）に掲げる耐震化等整備事業を除

く。） 

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置主体 

(1)児童福祉法に基づく施

設等 

ｱ 児童福祉施設 

 

 

ｲ 児童相談所一時保護

施設 

 

 

 ｳ 職員養成施設 

 

 

 

 

児童福祉法第35条第２項又は第３

項 

 

児童福祉法第12条の４ 

 

 

 

児童福祉法第35条第10項 

 

 

 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市町村 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市（特別

区を含む。） 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市町村 

 

ており、かつ、厚生労働

大臣が特に整備の必要を

認めるもの 

（注１）本交付要綱において、地域子育て支援拠点事業所とは、平成26年５月29日雇児発

0529第18号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「地域子育て支援拠点事業の実施

について」（以下「地域子育て支援拠点事業実施要綱」という。）に基づく地域子育

て支援拠点事業を行う事業所をいう。なお、開所日数が週３日及び週４日の拠点事業

所については、「地域子育て支援拠点事業実施要綱」の４の(２)の④に定める「地域

の子育て拠点として地域の子育て支援活動の展開を図るための取組」を行う場合、又

は４の(３)の④に定める「地域の子育て力を高める取組」を行う場合を対象とする。 

（注２）本交付要綱において、一時預かり事業については、子ども・子育て支援法第27条に

規定する特定教育・保育施設、同法第29条に規定する特定地域型保育事業、特定教

育・保育施設に該当しない幼稚園及び企業主導型保育事業と一体的に事業を行う場合

以外で行う場合を対象とする。 

 

５ （略） 

 

（事業の種類） 

６ 交付金の交付の対象となる施設整備事業の種類は、以下によるものとする。 

（１）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に   

定める設置者が設置する施設に係る事業（（４）に掲げる耐震化等整備事業を除

く。） 

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置主体 

(1)児童福祉法に基づく施

設等 

ｱ 児童福祉施設 

 

 

ｲ 児童相談所一時保護

施設 

 

 

 ｳ 職員養成施設 

 

 

 

 

児童福祉法第35条第２項又は第３

項 

 

児童福祉法第12条の４ 

 

 

 

児童福祉法第35条第10項 

 

 

 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市町村 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市（特別

区を含む。） 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市町村 

 



改正後 改正前 

ｴ 児童自立生活援助事

業所 

 

ｵ 地域子育て支援拠点

事業所 

 

ｶ 一時預かり事業所 

 

 

ｷ 小規模住居型児童養

育事業所 

 

ｸ 利用者支援事業所 

 

 

ｹ 産後ケア事業を行う

施設 

 

 

ｺ 子育て支援のための

拠点施設 

 

 

ｻ 市区町村子ども家庭

総合支援拠点 

児童福祉法第６条の３第１項 

 

 

児童福祉法第６条の３第６項 

 

 

児童福祉法第６条の３第７項 

 

 

児童福祉法第６条の３第８項 

 

 

子ども・子育て支援法第59条第１

号 

 

改正母子保健法第17条の２ 

 

 

 

平成11年１月７日児発第14号厚生省

児童家庭局長通知「子育て支援のた

めの拠点施設の設置について」 

 

平成29年３月31日雇児発0331第49号

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

通知「市区町村子ども家庭総合支援

拠点の設置運営等について」 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市町村 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市町村 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

 

指定都市、中核市、市町

村若しくは一部事務組合 

 

(2)（略） 

 

（略） （略） 

(3) （略） （略） （略） 

ｴ 児童自立生活援助事

業所 

 

ｵ 地域子育て支援拠点

事業所 

 

ｶ 一時預かり事業所 

 

 

ｷ 小規模住居型児童養

育事業所 

 

ｸ 利用者支援事業所 

 

 

（新規） 

 

 

 

ｹ 子育て支援のための

拠点施設 

 

 

ｺ 市区町村子ども家庭

総合支援拠点 

児童福祉法第６条の３第１項 

 

 

児童福祉法第６条の３第６項 

 

 

児童福祉法第６条の３第７項 

 

 

児童福祉法第６条の３第８項 

 

 

子ども・子育て支援法第59条第１

号 

 

（新規） 

 

 

 

平成11年１月７日児発第14号厚生省

児童家庭局長通知「子育て支援のた

めの拠点施設の設置について」 

 

平成29年３月31日雇児発0331第49号

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

通知「市区町村子ども家庭総合支援

拠点の設置運営等について」 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市町村 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市町村 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

（新規） 

 

 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

 

指定都市、中核市、市町

村若しくは一部事務組合 

 

(2)売春防止法に基づく施    

設 

ｱ 婦人相談所一時保護

施設 

 

ｲ 婦人保護施設 

 

 

売春防止法第34条第５項 

 

 

売春防止法第36条 

 

 

都道府県 

指定都市 

 

都道府県 

(3)その他施設 別途厚生労働大臣が定める基準等 都道府県、指定都市、中

核市、市町村 



改正後 改正前 

 

（２）～（４）（略） 

 

（５）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に定

める社会福祉法人その他の地方公共団体以外の設置者（以下「社会福祉法人等」とい

う。）が設置する施設に係る施設整備事業に対し、都道府県又は指定都市、中核市若

しくは市町村が行う補助事業（（６）に掲げる耐震化等整備事業を除く。） 

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置主体 

(1)児童福祉法に基づく施      

設等 

ｱ 児童福祉施設 

 

ｲ 児童自立生活援助事

業所 

 

ｳ 地域子育て支援拠点

事業所 

 

ｴ 一時預かり事業所 

 

ｵ 小規模住居型児童養

育事業所 

 

ｶ 利用者支援事業所 

 

 

ｷ 産後ケア事業を行う

施設 

 

 

 

 

児童福祉法第35条第４項 

 

児童福祉法第６条の３第１項 

 

 

児童福祉法第６条の３第６項 

 

 

児童福祉法第６条の３第７項 

 

児童福祉法第６条の３第８項 

 

 

子ども・子育て支援法第59条第１

号 

 

改正母子保健法第17条の２ 

 

 

 

 

社会福祉法人、日本赤十

字社（児童厚生施設を除

く。）、公益社団法人、

公益財団法人又は都道府

県又は指定都市、中核市

若しくは市町村が認めた

法人（児童福祉施設を除

く。） 

 

(2)（略） （略） （略） 

(3)（略） 

 

 

（略） （略） 

 

（２）～（４）（略） 

 

（５）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に   

定める社会福祉法人その他の地方公共団体以外の設置者（以下「社会福祉法人等」と

いう。）が設置する施設に係る施設整備事業に対し、都道府県又は指定都市、中核市

若しくは市町村が行う補助事業（（６）に掲げる耐震化等整備事業を除く。） 

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置主体 

(1)児童福祉法に基づく施      

設等 

ｱ 児童福祉施設 

 

ｲ 児童自立生活援助事

業所 

 

ｳ 地域子育て支援拠点

事業所 

 

ｴ 一時預かり事業所 

 

ｵ 小規模住居型児童養

育事業所 

 

ｶ 利用者支援事業所 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

児童福祉法第35条第４項 

 

児童福祉法第６条の３第１項 

 

 

児童福祉法第６条の３第６項 

 

 

児童福祉法第６条の３第７項 

 

児童福祉法第６条の３第８項 

 

 

子ども・子育て支援法第59条第１

号 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

社会福祉法人、日本赤十

字社（児童厚生施設を除

く。）、公益社団法人、

公益財団法人又は都道府

県又は指定都市、中核市

若しくは市町村が認めた

法人（児童福祉施設を除

く。） 

 

(2)婦人保護施設 売春防止法第36条 社会福祉法人 

(3)その他施設 

 

 

別途厚生労働大臣が定める基準等 

 

社会福祉法人、日本赤十

字社、公益社団法人又は

公益財団法人 



改正後 改正前 

（注）「都道府県又は指定都市、中核市若しくは市町村が認めた法人」とは、児童自立生

活援助事業所にあっては児童福祉法第６条の３第１項、小規模住居型児童養育事業所

にあっては同法第６条の３第８項に基づき事業を実施する都道府県又は指定都市、中

核市若しくは市町村が認めた法人をいい、地域子育て支援拠点事業所にあっては同法

第６条の３第６項、一時預かり事業所にあっては同法第６条の３第７項、利用者支援

事業所にあっては子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第59条第１号、改正

母子保健法（昭和40年法律第141号）第17条の２に基づき事業を実施する市町村が認

めた法人をいう。 

 

（６）（略） 

 

 

７～18 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）「都道府県又は指定都市、中核市若しくは市町村が認めた法人」とは、児童自立生

活援助事業所にあっては児童福祉法第６条の３第１項、小規模住居型児童養育事業所

にあっては同法第６条の３第８項に基づき事業を実施する都道府県又は指定都市、中

核市若しくは市町村が認めた法人をいい、地域子育て支援拠点事業所にあっては同法

第６条の３第６項、一時預かり事業所にあっては同法第６条の３第７項、利用者支援

事業所にあっては子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第59条第１号に基づ

き事業を実施する市町村が認めた法人をいう。 

 

 

（６）（略） 

 

 

７～18 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

別表１－１～１－４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表１－１～１－４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

別表２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特

別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第１条に規定された奄美群

島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第２条第１項の規定に基づき指定された離島振興対策

実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第４条第１項に規定された

小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第３条第１項第３号に規定された



改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

離島のいずれかに所在する場合（児童厚生施設を除く。）は、上記交付基礎点数に対して、

0.08を乗じて得られた点数を加算する。（小数点以下切捨て） 

      ２ 改築整備に係る初度設備相当加算は、交付基礎点数の２分の１（児童厚生施設については３

分の１）以内で厚生労働大臣の必要と認めたポイントであること。 

      ３ 一部改築及び拡張に係る交付基礎点数は、「次世代育成支援対策施設整備交付金における一

部改築及び拡張に係る交付金の算定方法の取扱いについて」（雇児発第0612005号平成20年６月

12日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て） 

      ４ 母子生活支援施設に小規模分園型母子生活支援施設を設置する場合には、母子生活支援施設

の交付基礎点数を適用する。 

      ５ Ａ型児童館、Ｂ型児童館及びＢ型児童館でＡ型児童館と併設する場合は、厚生労働大臣が認

めた交付基礎点数とする。 

      ６ 児童養護施設に地域小規模児童養護施設を設置する場合には、児童養護施設の交付基礎点数

を適用する。 

      ７ 乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、婦人保

護施設で一時保護委託を受け入れるための整備をする場合には、当該本体及び初度設備相当加

算（一人当たり）の交付基礎点数を適用する。 

      ８ 「病児・病後児保育事業のための保育室等を整備する場合」については、「病児保育事業の

実施について（平成27年７月17日雇児発0717第12号通知）」に基づき、病児対応型及び病後児

対応型を実施するための保育室等を整備する場合に限る。 

      ９ 前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。 

      10 個別対応加算Ⅰ～Ⅲの取扱いについては、「児童相談所一時保護施設の個別対応加算につい

て」（令和２年４月20日子発0420第８号）によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

■交付基礎点数表（沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第４条第１項に規定する沖縄振興計画

に基づく事業として行う場合）  

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） （略） 

 

 

■交付基礎点数表（沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第４条第１項に規定する沖縄振興計画

に基づく事業として行う場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 改築整備に係る初度設備相当加算は、交付基礎点数の２分の１以内で厚生労働大臣の必要と

認めたポイントであること。 

      ２ 一部改築及び拡張に係る交付基礎点数は、「次世代育成支援対策施設整備交付金における一



改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部改築及び拡張に係る交付金の算定方法の取扱いについて」（雇児発第0612005号平成20年６月

12日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て） 

      ３ 母子生活支援施設に小規模分園型母子生活支援施設を設置する場合には、母子生活支援施設

の交付基礎点数を適用する。 

      ４ 乳児院及び母子生活支援施設で一時保護委託を受け入れるための整備をする場合には、当該

本体及び初度設備相当加算（一人当たり）の交付基礎点数を適用する。 

      ５ 「病児・病後児保育事業のための保育室等を整備する場合」については、「病児保育事業の

実施について（平成27年７月17日雇児発0717第12号通知）」に基づき、病児対応型及び病後児

対応型を実施するための保育室等を整備する場合に限る。 

      ６ 前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。 

      ７ 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第３条第１項第３号に規定された離島に所在す

る場合は、上記交付基礎点数に対して、0.08を乗じて得られた点数を加算する。（小数点以下

切捨て） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

■交付基礎点数表（地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置

に関する法律（昭和55年法律第63号）第２条第１項に規定する地震対策緊急整備事業計画のうち、同

法別表第１に掲げる社会福祉施設（木造施設の改築として行う場合）及び地震防災対策特別措置法

（平成７年法律第111号）第２条第１項に規定する地震防災緊急事業五箇年計画に基づいて実施される

事業のうち同法別表第１に掲げる社会福祉施設（木造の改築として行う場合）として行う場合） 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） （略） 

 

 

 

 

■交付基礎点数表（地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置

に関する法律（昭和55年法律第63号）第２条第１項に規定する地震対策緊急整備事業計画のうち、同

法別表第１に掲げる社会福祉施設（木造施設の改築として行う場合）及び地震防災対策特別措置法

（平成７年法律第111号）第２条第１項に規定する地震防災緊急事業五箇年計画に基づいて実施される

事業のうち同法別表第１に掲げる社会福祉施設（木造の改築として行う場合）として行う場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特

別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第１条に規定された奄美群

島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第２条第１項の規定に基づき指定された離島振興対策

実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第４条第１項に規定され        

た小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第３条第１項第３号に規定され



改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た離島のいずれかに所在する場合は、上記交付基礎点数に対して、0.08を乗じて得られた点数

を加算する。（小数点以下切捨て） 

     ２ 改築整備に係る初度設備相当加算は、交付基礎点数の２分の１以内で厚生労働大臣の必要と認

めたポイントであること。 

     ３ 一部改築及び拡張に係る交付基礎点数は、「次世代育成支援対策施設整備交付金における一部

改築及び拡張に係る交付金の算定方法の取扱いについて」（雇児発第0612005号平成20年６月12

日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て） 

     ４ 「病児・病後児保育事業のための保育室等を整備する場合」については、「病児保育事業の実

施について（平成27年７月17日雇児発0717第12号通知）」に基づき、病児対応型及び病後児対

応型を実施するための保育室等を整備する場合に限る。 

     ５ 乳児院、児童心理治療施設で一時保護委託を受け入れるための整備をする場合には当該本体及

び初度設備相当加算（一人当たり）の交付基礎点数を適用する。 

     ６ 前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

■交付基礎点数表（南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成25年法律第87

号）第12条第１項に規定する津波避難対策緊急事業計画に基づいて実施される事業のうち、同項第４

号に基づき政令で定める施設として行う場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■交付基礎点数表（南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成25年法律第87

号）第12条第１項に規定する津波避難対策緊急事業計画に基づいて実施される事業のうち、同項第４

号に基づき政令で定める施設として行う場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特

別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第１条に規定された奄美群

島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第２条第１項の規定に基づき指定された離島振興対策

実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第４条第１項に規定された 

        小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第３条第１項第３号に規定された

離島のいずれかに所在する場合（児童厚生施設を除く。）は、上記交付基礎点数に対して、

0.08を乗じて得られた点数を加算する。（小数点以下切捨て） 

      ２ 改築整備に係る初度設備相当加算は、交付基礎点数の２分の１（児童厚生施設については３

分の１）以内で厚生労働大臣の必要と認めたポイントであること。 



改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ３ 一部改築及び拡張に係る交付基礎点数は、「次世代育成支援対策施設整備交付金における一

部改築及び拡張に係る交付金の算定方法の取扱いについて」（雇児発第0612005号平成20年６月

12日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て） 

      ４ 母子生活支援施設に小規模分園型母子生活支援施設を設置する場合には、母子生活支援施設

の交付基礎点数を適用する。 

      ５ Ａ型児童館、Ｂ型児童館及びＢ型児童館でＡ型児童館と併設する場合は、厚生労働大臣が認

めた交付基礎点数とする。 

      ６ 児童養護施設に地域小規模児童養護施設を設置する場合には、児童養護施設の交付基礎点数

を適用する。 

      ７ 乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、婦人保

護施設で一時保護委託を受け入れるための整備をする場合には、当該本体及び初度設備相当加

算（一人当たり）の交付基礎点数を適用する。 

      ８ 「病児・病後児保育事業のための保育室等を整備する場合」については、「病児保育事業の

実施について（平成27年７月17日雇児発0717第12号通知）」に基づき、病児対応型及び病後児

対応型を実施するための保育室等を整備する場合に限る。 

      ９ 前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。 

      10 個別対応加算Ⅰ～Ⅲの取扱いについては、「児童相談所一時保護施設の個別対応加算につい

て」（令和２年４月20日子発0420第８号）によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

■解体撤去交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

■解体撤去交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特

別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第１条に規定された奄美群

島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第２条第１項の規定に基づき指定された離島振興対策

実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第４条第１項に規定された

小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第３条第１項第３号に規定された

離島のいずれかに所在する場合（児童厚生施設を除く。）は、上記交付基礎点数に対して、

0.08を乗じて得られた点数を加算する。（小数点以下切捨て） 



改正後 改正前 

 

 

 

 

■仮設施設整備工事費交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） （略） 

 

   ２ 前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。 

   ３ Ａ型児童館及びＢ型児童館については、厚生労働大臣が認めた交付基礎点数とする。 

 

 

■仮設施設整備工事費交付基礎点数表  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特

別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第１条に規定された奄美群



改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

■積雪寒冷地域体育施設 交付基礎点数表 

 

（略） 

 

 

 

 

（注） （略） 

 

 

■地域交流スペース 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。 

   ２ 子育て支援のための拠点施設、地域子育て支援拠点事業所、一時預かり事業所、利用者支援

事業所、産後ケア事業を行う施設及び市区町村子ども家庭総合支援拠点については、「次世代

育成支援対策施設整備交付金における地域福祉の推進等を図るためのスペース（地域交流スペ

ース）の整備について」（平成20年６月12日雇児発第0612008号）の「Ⅰ地域に密着した独自の

事業を実施するための地域スペースの整備」に準じて行うものとする。 

島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第２条第１項の規定に基づき指定された離島振興対策

実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第４条第１項に規定された

小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第３条第１項第３号に規定された

離島のいずれかに所在する場合（児童厚生施設を除く。）は、上記交付基礎点数に対して、

0.08を乗じて得られた点数を加算する。（小数点以下切捨て） 

   ２ 前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。 

   ３ Ａ型児童館及びＢ型児童館については、厚生労働大臣が認めた交付基礎点数とする。 

 

■積雪寒冷地域体育施設 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。 

 

■地域交流スペース 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。 

   ２ 子育て支援のための拠点施設、地域子育て支援拠点事業所、一時預かり事業所、利用者支援

事業所及び市区町村子ども家庭総合支援拠点については、「次世代育成支援対策施設整備交付

金における地域福祉の推進等を図るためのスペース（地域交流スペース）の整備について」

（平成20年６月12日雇児発第0612008号）の「Ⅰ地域に密着した独自の事業を実施するための    

地域スペースの整備」に準じて行うものとする。 



改正後 改正前 

■余裕教室活用促進事業 交付基礎点数表  

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

（注） （略） 

 

 

■スプリンクラー設備工事費 交付基礎点数表 

 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■屋内消火栓設備 交付基礎点数表 

 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■余裕教室活用促進事業 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。 

 

 

■スプリンクラー設備工事費 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る 

 

 

■屋内消火栓設備 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る 



改正後 改正前 

■自動火災報知設備の感知器と連動して起動する火災通報装置 交付基礎点数表 

 

 （略） 

 

 

 

 

 

■特殊附帯工事 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） （略） 

 

 

■自動火災報知設備の感知器と連動して起動する火災通報装置 交付基礎点数表 

 

 

 

 

※ 創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る 

 

 

■特殊附帯工事 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。 

 

 



改正後 改正前 

別表３～７ （略） 

 

 

 

別紙１～７ （略） 

 

別表３～７ （略） 

 

 

 

別紙１～７ （略） 

 

 


